
は　い

Ｃへ

いいえ

Ｂへ
は　い

Ｃへ

いいえ

Ｂへ

下記のチャートで申告が必要か確認しましょう！

Ｑ．収入の種類は？

いいえは　い

いいえ

いいえは　い
いいえ

は　い

Ｃへ

いいえ

Ｂへ

いいえ

Ａへ

は　い

Ｂへ

いいえ

Ｃへ

は　い

Ｂへ

いいえ

Ａへ

は　い

Ｃへ

スタート

は　い

Ａへ

いいえ

Ｂへ

は　い

Ａへ

は　い

防
災
を
考
え
る
。

・
ふ
す
ま
や
障
子
戸
は
思
い
切

　

り
蹴
り
倒
し
、
低
い
位
置
で

　

消
火
。

①無収入（遺族年
金、 障 害 年 金、
失業給付金など）

②年金収入
（400万円以内）

③給与収入 ④ ① ～ ③ 以 外 の
収入（農業、営業、
不動産収入など）

同居の家族に扶
養されている。

年金以外に収入がある。 下記のいずれかに該当する。
①給与収入が2,000万円以上ある。
②２カ所以上から給与をもらっている。
※年途中で退職・就職があり、就職先で
　合算して年末調整した場合は除く。
③勤務先で年末調整をしていない。

所得金額（収入
－経費）が所得
の 所 得 控 除 よ
りも多い。

年金以外の所得が
20万円を超える。

年金収入が148万円以下（１月１日現在
で65歳未満の方は98万円以下）である。

給与以外の所得がある。

医療費・生命保険料・扶養控
除などの所得控除を追加する。

医療費・住宅ローン控除などの
所得控除や税額控除を追加する。

給与以外の所得が
20万円を超える。

源泉徴収票の減税徴
収税額が0円である。結　果

Ａ…所得申告の必要はありません。
Ｂ…住民税の申告が必要です。役場へ申告してください。
　　　※税務署へ申告書を提出する場合は、役場への申告は不要です。

Ｃ…所得税の確定申告が必要です。税務署または役場へ申告してください。

–

国
保
・
後
期
高
齢
者
医

療
か
ら–

所
得
が
な
い
方
も
申
告
を

　

国
民
健
康
保
険
・
後
期
高
齢

者
医
療
で
は
、
所
得
の
少
な
い

方
を
対
象
に
、
保
険
税（
料
）の

軽
減
や
高
額
療
養
費
自
己
負
担

額
の
軽
減
制
度
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
軽
減
措
置
を
受
け
る

に
は
、
被
保
険
者
と
世
帯
主
の

所
得
申
告
が
必
要
で
す
。

　

税
法
上
の
申
告
義
務
が
な
い

方（
障
害
年
金
、
遺
族
年
金
な

ど
を
受
給
し
て
い
る
方
や
所
得

の
な
い
方
）で
も
、
所
得
の
申

告
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
の

で
、
忘
れ
ず
に
申
告
し
て
く
だ

さ
い
。

■
所
得
申
告
が
必
要
な
方
の
例

・
障
害
年
金
・
遺
族
年
金
の
み

　

受
給
し
て
い
る
方

・
無
収
入
の
方（
１
年
間
ま
っ

　

た
く
収
入
が
な
か
っ
た
方
）

※
確
定
申
告
を
し
て
い
る
方
や

　

障
害
年
金
・
遺
族
年
金
以
外

　

の
公
的
年
金
の
み
を
受
給
し

　

て
い
る
方
は
、
申
告
の
必
要

　

は
あ
り
ま
せ
ん
。

問
町
民
生
活
課

☎
７
２
︲
６
９
３
３
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